

















































昭和 57（1972）年 7月 26日、行政改革の一環として、日本学校給食会






























































































































































早稲田小学校事件・広島地判平成 9（1997）年 3月 31日　判タ 958号


























原告 Xと被告 Yは、原告 Xが当該小学校に入学した際、被告 Y























































































































































































































































１)    独立行政法人日本スポーツ振興センターサイト
        【http://www.naash.go.jp/kyosai/18toukei_gakkou.html】（最終アクセス：平成 20（2008）年
8月 28日）
2)      文部科学省中央教育審議会サイト
        【http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo0/index.htm】（最終アクセス：平成
20（2008）年 8月 28日）
3）     NAASHは、その前身を日本学校安全会としており、学校管理下における災害に対して、長
年共済給付を行ってきた。（角本尚紀「学校事故をめぐる諸問題」『神戸海星女子学院大学・
短期大学研究紀要第 36号』（1997）300頁）
        独立行政法人日本スポーツ振興センターサイト
        【http://www.naash.go.jp/kyosai/18toukei_gakkou.html】（最終アクセス：平成 20（2008）年
8月 31日）
4）     文部科学省サイト
        【http://www.mext.go.jp/b_menu/hakusho/html/hpbz198101/hpbz198101_2_182.html】（最終
アクセス：平成 20（2008）年 11月 8日）
5）     角本・前掲注 3）論文 300頁。
6）     文部科学省サイト
        【http://www.mext.go.jp/b_menu/hakusho/html/hpbz198101/hpbz198101_2_199.html】（最終
アクセス：平成 20（2008）年 11月 8日）
7）     独立行政法人日本スポーツ振興センターサイト
        【http://www.naash.go.jp/corp/enkaku.html】（最終アクセス：平成 20（2008）年 11月 9日）
8）     学校教育法 1条で定められている大学は含まれていない。
9）     独立行政法人日本スポーツ振興センターに関する省令（平成 15（2003）年 10月 1日文部科学
省令第 51号）（以下、「センター省令」とする。）第 22条は、令第 5条第 1項第 2号 の児童生
徒等の疾病でその原因である事由が学校の管理下において生じたもののうち文部科学省令で
定めるものは、次に掲げるものとしている。 
     ①家庭科若しくは技術・家庭科の調理実習における試食又は修学旅行若しくは遠足における
給食に起因する中毒及び理科等の実験又は実習におけるガス等による中毒 
     ②熱中症 
     ③溺水及びこれに起因する嚥下性肺炎 
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     ④異物の嚥下又は迷入及びこれらに起因する疾病 
     ⑤漆等による皮膚炎 
     ⑥前各号に掲げる疾病に準ずるものと認められる疾病のうち特にセンターが認めたもの 
     ⑦外部衝撃、急激な運動若しくは相当の運動量を伴う運動又は心身に対する負担の累積に起
因することが明らかであると認められる疾病のうち特にセンターが認めたもの 
     ⑧令第 5条第 1項第 1号 本文に掲げる負傷に起因することが明らかであると認められる疾病
のうち特にセンターが認めたもの
10）     センター省令第 23条は、令第 5条第 1項第 3号の負傷又は疾病が治った場合において存する
障害のうち文部科学省令で定める程度のものを第 1から第 14等級に分けている。
11）     センター省令第 24条は、令第 5条第 1項第 4号の児童生徒等の死亡でその原因である事由が
学校の管理下において生じたもののうち文部科学省令で定めるものは、次に掲げるものとし
ている。
     ①学校給食に起因することが明らかであると認められる死亡 
     ②第 22条に掲げる疾病に直接起因する死亡 
     ③前 2号に掲げるもののほか、学校の管理下において発生した事件に起因する死亡
12）     センター省令第 25条は、令第 5条第 1項第 5号の文部科学省令で定める死亡は、次に掲げる
ものとしている。
          ①突然死であってその顕著な徴候が学校の管理下において発生したもの 
          ②前号に掲げる突然死に準ずるものとして、特にセンターが認めたもの
13）     センター省令 26条は、令第 5条第 2項第 5号 の文部科学省令で定める場合は、次に掲げる場
合とする。 
     ①学校の寄宿舎に居住する児童生徒等が、当該寄宿舎にあるとき




     ③令第 3条第 7項に規定する高等学校の定時制の課程又は通信制の課程に在学する生徒が、




14）     俵正一『学校事故の法律と事故への対応』法友社（2006）3頁。





16）     センター法施行令 5条 1号
17）     センター法施行令 5条 2号
18）     センター法施行令 5条 3号
19）     センター法省令 26条 1号 3号
20）     俵・前掲注 14）書 4-5頁。
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22）     俵・前掲注 14）書 59頁。




（1955）年 4月 19日判決、民集第 9巻 5号 534頁）また、学校事故の裁判例では、「田川東高
校事件」（最高裁三小昭和 52（1977）年 10月 25日判決、判タ 355号 260頁）がある。
24）     俵・前掲注 14）書 56頁。なお、私立学校及び国立大学法人等国立学校には、就業規則におい
て労働基準法 89条 9号に定める制裁の種類及び程度に基づく懲戒責任を負う。
25）     奥野久雄『学校事故の責任法理』法律文化社（2004） 5頁。
26）     たとえば、小学校では、「教諭は、児童の教育をつかさどる」（学校教育法 37条 11項）としている。
27）     阿佐ケ谷中学校事件・東京地判昭和 40（1965）年 9月 9日下民集 16巻 9号 1408頁。同旨に
橋北中学校事件・津地判昭和 41（1966）年 4月 15日判時 446号 23頁がある。もっとも、こ
の根拠・性質について、裁判所は、明らかにしていない場合も少なくない。（鳥取県立高校事件・
鳥取地判昭和 54（1979）年 3月 29日判時 941号 105頁等）
28）     奥野・前掲注 25）書 4頁。
29）     奥野・前掲注 25）書 6頁。
30）     奥野・前掲注 25）書 7頁。
31）     伊藤進・織田博子『実務判例解説学校事故』三省堂（1992）12-13頁。
32）     本稿で取り扱った事案以外にも、学習指導要領の基準を争った事案に、東京都中学校事件・
東京地判昭和 56（1981）年 6月 29日判タ 454号 107頁、東京都立高等学校事件・東京地判昭
和 63（1987）年 2月 22日判時 1293号 115頁などがある。
33）     伊藤・織田・前掲注 31）書 15頁。
34）     伊藤・織田・前掲注 31）書 22頁。
35）     伊藤・織田・前掲注 31）書 48-58頁。
36）     伊藤・織田・前掲注 31）書 40-41頁。
37）     使用者の安全配慮義務について、最高裁は、「安全配慮義務は、ある法律関係に基づいて特別
な社会的接触の関係に入った当事者間において、当該法律関係の付随的義務として当事者の
一方又は双方が相手方に対して信義則上負う義務として一般的に認められるべきもの」（自衛






38）     伊藤・織田・前掲注 31）書 60-61頁。
39）     たとえば、体育においては自己記録の更新や高度な技術の習得などを目指し、当日の体調に
関わらず無理をするなど、成長発達段階にある児童生徒等の成長に関わるある種の欲求を満
たす行動が考えられる。
　
